様式第１号（第２条関係）
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する
法律に基づく固定資産税の特別措置申請書
年　　　月　　　日

広　川　町　長　様

申請者　所　在　地

法人名及び
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
担当者
連絡先
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に基づ
く固定資産税の特別措置に関する条例第３条の規定により、申請します。
記
１　新設し、又は増設した設備

	事業の種類
	

	事業所又は事業所の
名　　　　　　　称
	

	所在地
	


	事業の用に供した日
	年　　　月　　　日

	事業の用に供した日
の属する年度
	年　　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日まで

	固　定　資　産の種類
	取得年月日
	取得金額
	備　　　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　注　当該事業の用に供した日の属する年の翌年度（当該日が１月１日の場合は、当該年の４月１日の属する年度）以降３か年に限って特例措置が認められること。
２　添付書類
（１）県知事に対する地域経済牽引事業計画の承認申請書の写し
（２）地域経済牽引事業計画の承認通知書の写し
（３）その他申請に必要と認められる書類
様式第２号（第３条関係）
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する
法律に基づく固定資産税の特別措置決定通知書
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　広税固第　　号　

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様　
広川町長　

　　年　　月　　日付けで申請のあった固定資産税の特別措置の申請については、広川町
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に基づく固定資産税の特別措置に関する条例施行規則第３条の規定に基づき、次の
とおり決定したので通知します。
記

１　承　　　　　認
２　課税免除年度　　　　　　　年度、　　　　年度、　　　　年度
　　　　　　　　　　　　※免除期間は３か年度を限度とします。

３　課税免除決定額　　　　　　　　　　　円（　　　　年度）

※　この決定について不服があるときは、この書面を受け取った日の翌日から起算して３
か月以内に行政不服審査法第２条の規定により町長に審査請求をすることができます。
　　
様式第３号（第４条関係）
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に基づく
固定資産税の特別措置に係る事業廃止（休止）届出書
年　　　月　　　日

広　川　町　長　様

申請者　所　在　地

法人名及び

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

担当者
連絡先
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に基づく固定資産税の特別措置に係る事業廃止（休止）について、次のとおり届け出ます。

記

１　事業廃止（休止）日　　　　　　　年　　　月　　　日

２　事業廃止（休止）理由

３　添付書類

必要な書類

様式第４号（第４条関係）
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律
に基づく固定資産税の特別措置取消し通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　広税固第　　号　

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　様

広川町長　

　　年　　月　　日付けで承認した固定資産税の特別措置については、次の理由により、取消したので通知します。
記

１　取消しの理由
２　対象年度　　　　　　　　　年度
３　備考
※　この決定について不服があるときは、この書面を受け取った日の翌日から起算して３
か月以内に行政不服審査法第２条の規定により町長に審査請求をすることができます。
　　
